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かすがい市議会だより�

決算・条例案など36件を認定・可決・同意・了承�

平成18年第5回定例会�

　平成18年第５回定例会は、ª月11日からª月29日ま
での19日間の会期で開催されました。
　定例会には、決算14件、補正予算案£件、条例案ª
件、一般議案¢件、議員提出議案£件、人事案件£件
が提出され、認定、可決、同意、了承されました。
　また、請願™件が採択されました。
　なお、一般質問ではª月26日に14名の議員が市政の
課題について、当局の考え方をただしました。

▽一般会計決算
　一般会計は、歳入738億7,641万9,825円に対し、歳出
723億2,545万1,626円で、前年度に比べ、歳入6.6％、歳
出6.5％とそれぞれ減少となりました。実質収支は、14
億8,891万6,699円の黒字決算となり、その要因として
は、歳入で市税が増加したことや歳出で公債費が減少
したことなどがあげられます。
▽特別会計決算
　国民健康保険事業で23億6,752万6,460円、老人保健
医療事業では6,772万9,369円の赤字決算となりました
が、それ以外のª事業は黒字決算または収支均衡とな
りました。特別会計全体での実質収支は19億3,101万
1,326円の赤字となりましたが、前年度に比べ¡億5,457
万1,227円減少しています。
▽企業会計
　市民病院事業会計は前年度より£億5,068万8,814円
少ない™億7,385万5,903円の純損失が生じ、水道事業
会計は前年度より¡億1,644万184円多い™億9,574万
7,825円の純損失が生じました。

　総額は20億8,735万7,000円です。
　その内訳は、一般会計が10億9,474万9,000円で主な
ものは、財政調整基金積立金、心身障害者扶助料、私
立保育園耐震補強工事費補助、予防接種事業、勤労福
祉会館外壁改修工事、道路整備工事等です。特別会計
では、国民健康保険事業ª億8,250万2,000円、介護保
険事業1,010万6,000円です。

▽市税条例の一部を改正する条例
　個人の市民税、固定資産税及び都市計画税の納期前
納付に係る報奨金を廃止するものです。
▽消防本部等設置条例等の一部を改正する条例

　消防組織法一部改正に伴い規定を整備するものです。
▽消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例
　消防組織法の一部改正及び障害者自立支援法の制定
に伴い、規定を整備するものです。
▽国民健康保険条例の一部を改正する条例
　出産育児一時金の額を30万円から35万円に引き上げ
るものです。
▽国民健康保険税条例の一部を改正する条例
　国民健康保険税の納期前納付に係る報償金を廃止す
るものです。
▽市民プール条例を廃止する条例
　市民プールを廃止するものです。
▽心身障害者扶助料支給条例の一部を改正する条例
　心身障害者扶助料の支給要件拡大等をする条例です。
▽子どもの家条例の一部を改正する条例
　丸田子どもの家、出川子どもの家の新設及び児童福
祉法の一部改正に伴う規定の整備をするものです。
▽廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改
正する条例
　家庭系廃棄物を排出するときは指定ごみ袋を使用す
る規定を整備し平成19年™月より施行するものです。

�
�
▽町及び字の区域の設定及び変更について�
　都市計画事業堀ノ内特定土地区画整理事業の施行に
伴い、設定及び変更します。�
▽字の区域の設定について�
　都市計画事業篠原土地区画整理事業の施行に伴い、
設定します。�
▽消防自動車の購入契約について�
　東出張所の消防自動車を新しくします。�
　　契約金額　™億8,875万円
　　契約相手　日本機械工業㈱名古屋営業所�
▽救急自動車の購入契約について�
　南出張所の救急自動車を新しくします。�
　　契約金額　™億7,825万円�
　　契約相手　愛知日産自動車㈱�

決 算 �

一 般 議 案 �

補 正 予 算 案 �

条 例 案 �
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◇上程議案と審議結果◇�第　5　回　定　例　会�

人 事 案 件 �
　最終日に議員提出議案£件を提出し、審議しました。
▽第8次定数改善計画の実施と学級規模の縮小を求め 
る意見書�
▽国の私学助成の増額と拡充に関する意見書�
▽愛知県の私学助成の増額と拡充に関する意見書�
�
�

�
�
　教育委員会委員の任期満了に伴い浅岡正美氏、公平
委員会委員の任期満了に伴い石川孝二氏の選任に同意
しました。�
　また、人権擁護委員の任期満了に伴い加藤太氏の推
薦を了承しました。�

決　　算…………14件
○平成17年度一般会計歳入歳出決算……………………………………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度交通災害等共済事業特別会計歳入歳出決算……………………………………認　　定（全会一致）�
○平成17年度公共用地先行取得事業特別会計歳入歳出決算…………………………………認　　定（全会一致）�
○平成17年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算………………………………………認　　定（全会一致）�
○平成17年度老人保健医療事業特別会計歳入歳出決算………………………………………認　　定（全会一致）�
○平成17年度介護保険事業特別会計歳入歳出決算……………………………………………認　　定（全会一致）�
○平成17年度介護サービス事業特別会計歳入歳出決算………………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度民家防音事業特別会計歳入歳出決算……………………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度潮見坂平和公園事業特別会計歳入歳出決算……………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度春日井都市計画松河戸土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算……………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度勝川駅周辺総合整備事業特別会計歳入歳出決算………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度公共下水道事業特別会計歳入歳出決算…………………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度春日井市民病院事業会計決算……………………………………………………認　　定（賛成多数）�
○平成17年度水道事業会計決算…………………………………………………………………認　　定（賛成多数）�
補正予算案………3件
○平成18年度一般会計補正予算…………………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○平成18年度国民健康保険事業特別会計補正予算……………………………………………原案可決（全会一致）�
○平成18年度介護保険事業特別会計補正予算…………………………………………………原案可決（全会一致）
条 例 案…………9件
○市税条例の一部を改正する条例………………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○消防本部等設置条例等の一部を改正する条例………………………………………………原案可決（全会一致）�
○消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例………………………………………原案可決（全会一致）�
○国民健康保険条例の一部を改正する条例……………………………………………………原案可決（全会一致）�
○国民健康保険税条例の一部を改正する条例…………………………………………………原案可決（全会一致）�
○市民プール条例を廃止する条例………………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○心身障害者扶助料支給条例の一部を改正する条例…………………………………………原案可決（全会一致）�
○子どもの家条例の一部を改正する条例………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例…………………………原案可決（賛成多数）�
一般議案…………4件
○町及び字の区域の設定及び変更………………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○字の区域の設定…………………………………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○消防自動車の購入契約…………………………………………………………………………原案可決（全会一致）�
○救急自動車の購入契約…………………………………………………………………………原案可決（全会一致）
議員提出議案……3件
○第•次定数改善計画の実施と学級規模の縮小を求める意見書……………………………原案可決（全会一致）�
○国の私学助成の増額と拡充に関する意見書…………………………………………………原案可決（全会一致）�
○愛知県の私学助成の増額と拡充に関する意見書……………………………………………原案可決（全会一致）
人事案件…………3件
○教育委員会委員の選任の同意…………………………………………………………………同　　意（全会一致）�
○公平委員会委員の選任の同意…………………………………………………………………同　　意（全会一致）�
○人権擁護委員の推薦……………………………………………………………………………異議なし（全会一致）�

議 員 提 出 議 案 �
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春日井市における公共交通機関につ�
いて�

公職選挙法について�

障害者の雇用促進について�

かすがい市議会だより�

【質問】「市内および広域的な交通ネットワーク」の
現状と課題について、利用者の視点から問う。公共交
通の利便性向上のため、城北線のＪＲ勝川駅への乗入
れに係る、市の考え方について、①実現についての課
題②取り組み状況③市の対応方針。路線バスの維持・
確保対策について。路線の見直し、牛山地区などのバ
ス空白地区について、路線新設の考えはないのか。�
�
【答弁】城北線のＪＲ勝川駅乗り入れについては、市
と市議会で毎年ＪＲ東海に対し要望活動を続けていま
すが、これまで利用者数と投資効果の面から事業化に
至っていません。今後も粘り強く要望活動を続けてい
きます。シティバス路線の見直しについては、都市基
盤整備等の変化を見極めながら全体的視野に立ち、市
民の皆様の意見を踏まえ検討していきます。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】障害者自立支援法が施行され、障害者の就労
支援について抜本的な強化が図られ、春日井市にも障
害者の雇用促進のための総合的な取り組みが求められ
るようになりました。障害のある方の雇用促進のため
に①春日井市役所における知的障害者の雇用②市内事
業者との連携③障害者就労支援センターの設置④障害
者多数雇用事業者との優先契約、について問う。�
�
【答弁】①できるだけ早い時期に雇用できるよう採用
職種、職業訓練などについて、現在、養護学校の先生
方と協議しております。②事業者との連携については、
公共職業安定所、養護学校等の関係機関と協議を進め

ます。③障害者就業・生活支援センターについては、
設置に向けて関係機関に働きかけてまいります。④入
札参加申請時に、障害者多数雇用事業者が把握でき、
価格面でも採算に合う製品があれば配慮します。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】5月の市長選と併せて施行された市議補欠選
挙は、補欠選挙に関する異議申し立て（被選挙数が正
しく周知されなかった等）の理由により、県選挙管理
委員会は、選挙無効の裁決をしました。�
　この教訓を活かし、被選挙数を明確に定めた条文が
ない等非常に解りにくい、紛らわしい部分がある公職
選挙法第113条の改正、見直し等の考えを問う。�
�
【答弁】公職選挙法第�
113条の解釈について�
は、条文からだけでは�
読み取ることができな�
いところがあり、行政�
実例等によって解釈運�
用されています。�
選挙管理委員会におい�
ても、国や県レベルの�
連合会や研究会もあり、�
こうした機会や場を活�
用し、必要な要望をし�
てまいります。�

質問者　政木　理香�

春日井市における公共交通機関につ�
いて�

質問者　黒田　龍嗣�
公職選挙法について�

質問者　山際　喜義�

障害者の雇用促進について�

服　部　里　美さん�
郡山女子大学付属高等学校3年�

一般一般�
質問質問�
一般�
質問�

市政全般にわたる問題について質問します�

1

2

3

　今回の定例会では、14名の議員が市の考え方や方針など、市政全般にわたり25項目の一般質問を行いました。一般�
質問は、市当局に対し施策・事業などの現状や将来計画の考え方など、市民に密着した問題をただすため行うもので�
す。各議員の質問と当局の答弁を、要旨で掲載しています。�

（一般質問については、質問者から提出された原稿で掲載しています。）�
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平成19年度予算編成について�

放課後児童健全育成事業について�

保育の質の確保を求めて�

病院行政について�

�
�
�
【質問】①市立保育園の現状と課題について、どのよ
うに把握し、分析しているのか。�
②保育士の採用試験においては年齢制限を撤廃し、経
験者の採用を進めるべきではないか。�
③老朽化が激しい市立保育園は、早急に保育園の施設
整備計画をたて、順次建て替えを進めていくべきでは
ないか。
�
【答弁】①園長ヒヤリングや園長会等を通じて把握し
た課題の整理、分析等により、保育サービスの拡充や
職員研修の充実、園舎の計画的な建て替えが必要と考
えています。②他市の採用状況や労働力の需給関係の
変化に対応して、柔軟かつ適切に対応してまいります。
③鉄骨造り11園の老朽度調査結果を踏まえるとともに、
多様な保育ニーズに対応するため、順次計画的な建替
えや改修を実施します。
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】従来のシングルバルーン方式は小腸や大腸の
深部への挿入がむつかしく、診療や治療は困難なこと
もありましたが、ダブルバルーン方式は、より深部に
まで挿入することが出来、一層正確な診断と治療が可
能となり病変部を切除や治療することも出来ます。患
者への負担は極端に軽減され、早期の社会復帰も実現
されますので、早期に導入することについて問う。�
�
【答弁】ダブルバルーン内視鏡は、大腸とは異なって
後腹膜側へ固定された部分がなく、腹腔内を自由に動
くため、内視鏡の挿入が難しく、ほんの一部しか見る
ことができなかった小腸について、内視鏡検査や内視
鏡的治療が可能となった医療機器として承知していま
す。導入については、医�
療機器の更新計画を考慮�
しながら、院内で組織す�
る委員会で研究してまい�
ります。

�
�
�
【質問】国と地方公共団体の行財政システムの三位一
体の改革により、所得税から個人住民税への3兆円の
税源移譲にともない、所得税率は5％から40％の6段
階に改正される。個人住民税率は10％にフラット化さ
れる。税制改革による本市の財政・市政運営の影響と
収支見通しを問う。また、来年度予算編成の基本的考
え、財政状況の公表および税制改正のＰＲを問う。�
�
【答弁】三位一体改革による税制改正等で歳入全体で
は若干の増収にとどまり、社会保障関係経費等の増加
を考慮すると、平成19年度も厳しい収支見通しです。
来年度の予算編成は、行政改革、行政評価を踏まえ、
簡素で効率的な行政運営を目指します。財政状況及び�
税制改正のＰＲに�
ついては、適切な�
時期を捉え、広報、�
ホームページ等に�
より分かりやすい�
公表及びＰＲに努�
めてまいります。�

�
【質問】現在、坂下小学校で試行的に行われている「ス
クールポケット事業」を基に、①放課後対策をアップ
する。②子どもの安全を確保する観点から、全小学校
での早期の実施を期待する。子どもの家との速やかな
連携が不可欠である。文部科学省と厚生労働省の協議
により、教育委員会主導のもと両省が連携を図る総合
的な放課後子どもプランの創設について問う。�
�
【答弁】①子どもの家については、引き続き速やかな
整備を進めてまいりたいと考えておりますが、国の放
課後子どもプランの動向についても注視し、今後につ
いて検討してまいります。�
②教育委員会ではスクー�
ルポケットをベースに、�
単に放課後の子どもの居�
場所作りプランだけでな�
く、下校する子どもたち�
の安全安心も含めた放課�
後子どもプランの検討を�
進めています。�

質問者　後藤　正夫�

平成19年度予算編成について�

質問者　石原　名子�
放課後児童健全育成事業について�

保育の質の確保を求めて�
質問者　中藤　幸子�

病院行政について�
質問者　伊藤　隆司�

6

7

4

5



6

かすがい市議会だより�

妊婦健康診査費補助事業について�

学校給食について�

不登校に関して�

区画整理事業について�
�
�
�
【質問】西部第1地区、西部第2地区とも平成11年度
より同意書収集作業が行われてきており、同意率は、
第1は71％、第2は73％である。市は現計画では事業
費が不足する旨の説明があった。多くの困難を乗り越
えて既に受け取った同意書の変更は困難である。市は
この事業についてどのように考えているか問う。�
�
【答弁】当地区の市街地整備は必要であると考えてお
ります。今後の当地区のまちづくりの進め方につきま
しては、権利者の皆様にも現状をご理解いただいた中
で問題点を整理し、引き続き土地区画整理の手法で整
備を進めていくか、また計画を見直し新たな手法で進
めるかなど、準備委員会の皆様とさらに協議を重ね、
この地区のまちづくりの整備方法を調査研究してまい
ります。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】全国的な社会問題の１つ「小中学生の不登校」
は、90年代頃から増加し、ここ8年間にわたり全国で
12万人を超える状態が続く。不登校の原因が、はっき
りしている事は、珍しく、個々の異なった現象と捉え
られる。現在の春日井市の小学生の実態と復学した子
供の数、また改善策として春日井市が取り組んでいる
事、今後特に力をいれて取り組んでいく事を問う。�
�
【答弁】市内の不登校児童生徒の発生率は平成13年度
をピークに減少しています。子どもたちの悩みや問題
に対しては、「心の教室相談員」、「スクールカウンセ
ラー」を各学校に配置・派遣し心のケアに努めていま
す。今後も、学校・家庭・地域社会とが十分に連携し、
情報交換を密にしながら子どもの居場所づくりをはじ

め、不登校対策に努めてまいります。
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】全国的に地場産の農産物を学校給食に取り入
れることが広がっています。政府も食育基本法に基づ
く基本計画のなかに、地産地消の推進を位置づけてい
る。子どもたちの教育、また春日井の農業を守り、発
展させていくためにも、学校給食に地元の米など農産
物を積極的に取り入れるべきと考えるが、現状と今後
の取り組みについて問う。�
�
【答弁】現在学校給食では、平成16年度に上条町で採
れたさつまいもを始めとして、桃山の巨峰、大手のみ
つばを給食に取り入れております。平成18年度には、
さらに愛知の伝承野菜の八事人参の使用も予定してお
ります。また、今後においては関係団体との協力体制
を図り、地産地消を積極的に推進してまいります。
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】母親と胎児の健康管理を目的とした妊婦健康
診査は、10～15回程度の受診が理想であるが医療保険
が使えないため全額自己負担である。一回平均6千円
でその他の検査料金も加算されると高額になるため経
済的負担の軽減を求める声も多い。本市の少子化対策
の観点から、妊婦が安心して出産を迎えるために妊婦
健康診査費用の助成の拡充をと考えるが見解を問う。�

質問者　諸戸　護子�

妊婦健康診査費補助事業について�

学校給食について�

質問者　水野　義彦�
不登校に関して�9

質問者　吉田　邦男�
区画整理事業について�8

11

質問者　内藤　富江�10
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高蔵寺地下道を明るくきれいに�

区画整理問題�

消費者行政について�

【答弁】安全なお産を目指すた�
め、健診を欠かすことなく受け�
ることが必要であります。市で�
は無料で受けられる妊婦健康診�
査票２枚と妊産婦歯科受診券１�
枚を交付し、健康管理への支援�
と健診費用の軽減を図っていま�
す。妊婦健康診査費補助の拡充�
は、保健計画や次世代育成支援�
対策行動計画に基づく施策全体�
を考慮するなかで検討します。�
�
�
�
�
�
【質問】高蔵寺地下道の北側は暗くて、薄汚れた感じ
がします。壁面をよく見ると煤で黒くなっています。�
市内で一番の利用者がある駅です。毎朝多くの皆さん
が、通勤・通学で、気持ちよく利用できるように改善
の提案をします。壁には絵を描き、地下道が明るくな
る反射率が高い塗料、落書きされても簡単に拭き取れ
る塗料を使う、床面はカラー舗装にする、などです。�
�
【答弁】高蔵寺地下道は、60年から供用しており、定
期的な清掃や点検を実施し、快適な地下道に努めてい
ます。
　平成15年度から高蔵寺駅周辺において現在、バリア
フリー工事を進めており、併せて地下道の天井、照明
設備、壁面等の改善を実施し、歩行空間として快適に
利用できるよう整備手法を考えてまいります。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】地下の下落等により計55億円が事業費不足と
なり、大幅な計画見直しを迫られている。西部地区は
戦前陸軍による飛行場建設計画により、破格の安値で
土地を買収された。つい昨年セントレアが開港する迄、
中部地方の空の足として寄与・貢献してきた。空港の

存在により、道路は狭く行き止まりの処も多く、生活
に支障をきたしている。今後の方向を問う。�
�
【答弁】地価の下落等により資金計画が収入不足とな
っております。このまま、あいまいにしたままで事業
推進を図ることは好ましい状況でありません。しかし
ながら、当地区の市街地整備は今後も必要であると考
えており、準備委員会の皆さんに事業を進める上での
現状の問題点をお示しし、地域にあった整備手法を調
査研究し、協議を重ねてまいります。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
【質問】くらしを守る資金融資制度の貸付件数は、年
間3件程度である。市民の中には「実際には、借りら
れない制度だ」と批判する声もある。本年度の行政評
価報告書には、07年度までの廃止と税金の使途として
ふさわしい新制度の検討という意見が付された。市民
が困ったとき、実際に役立つ制度が必要である。市は
現在、どのような取り組みを考えているか問う。�
�
【答弁】問合せは数多くあるが、あっ旋までに至らな
いケースが大部分であり、実際に融資できる件数は少
ない。県下の資金あっ旋制度を調査したところ、あっ
旋要件が比較的緩和された制度があり、現在、その制
度をベースに金融機関と交渉をすすめている。一時的
に資金を必要とする市民にとって、有益な制度となる
よう、今後も見直しに努める。�

高蔵寺地下道を明るくきれいに�

質問者　内田　謙�

消費者行政について�

質問者　宮地　　�

区画整理問題�
質問者　蟹江　光正�

高蔵寺地下道�

明るくし、絵などを描いてきれいに�

改 札 口�

14
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13



8 ■発行／春日井市議会　〒４８６－８６８６　愛知県春日井市鳥居松町５－４４　☎（０５６８）８１－５１１１（代）　■編集／議会報編集委員会�
市議会だよりのホームページアドレス　http://www.city.kasugai.aichi.jp/gikai/dayori.html

かすがい市議会だより�

　澄み渡る青空、マンサクなど色づき始め、心を
癒してくれる季節となりました。最近、全国的に
ルールを問う事件が頻繁に起きており残念な思い
が致しました。お互いに“ルールを守る”のひと
言につきると思います。さて、市議会も議案36件
が審議されました。その内容等を出来る限り市民
の皆様の茶の間へお届けすることは情報提供とし
て大切な部分であると思います。今後、地方自治
の推進は議会が主役となる時代の到来となります。
一人でも多くの方々に目を通していただけるよう
編集委員一同、努力をして参ります。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　編集委員一同�

平成18年第6回定例会予定�

編 　 集 　 後 　 記 �

▽11月28日
▽11月30日�
▽12月¡日
▽12月¢日�
▽12月∞日�
▽12月§日�
▽12月¶日�
▽12月•日�
▽12月12日�
�※議事の都合により、日程が変更になる場合があ�

　ります。　問い合わせ　議事課（☎85－6492）�

本会議（提案理由説明）�
本会議（質疑）�
文教経済委員会�
厚生委員会�
建設委員会

�

総務委員会�
本会議（一般質問）�
本会議（一般質問）�
本会議（採決）�
�

掲載以外の質問項目�
●行政手続条例の施行状況とパブリックコ�
　メントについて�

●総合防災訓練について�

●食育行政について�

●市長の政治姿勢について�

●子どもの居場所づくり事業について�

●青少年の居場所づくりについて�

●若者出会い支援事業について�

●土地区画整理の現状と今後について�

●介護制度の問題点と対応について�

●教育行政について�

●市職員の懲戒取扱規則について�

�

�

�

虚礼廃止にご理解を　春日井市議会�

意見書の提出�

請 願 審 議 �

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
　第∞回定例会に、™件の請願が提出され、委員会に
付託し審査しました。�
　その後、本会議で委員長の審査結果報告の後、採決
し、結果は次のとおりです。�
▽第8次定数改善計画の実施と学級規模の縮小を求め
　る請願書……………………………………………採択�
▽私立高校に子どもを通わせる保護者に対する授業料
　助成金の拡充を求める請願書……………………採択�

�
　定例会に£件の意見書を議員提出し、可決した後、
地方自治法第99条の規定によりª月29日付けで関係行
政機関へ提出しました。その要旨は次のとおりです。
▽第8次定数改善計画の実施と学級規模の縮小を求め    
　る意見書
　文部科学省は昨年度、個に応じたきめ細かな指導の
充実にむけ、第•次定数改善計画を策定したものの、
政府がすすめる総人件費改革の影響によって、本年度
の実施は見送られることになった。一人ひとりにゆき
とどいた教育を保障するためには、教職員定数増をは
じめとした教育条件整備が不可欠であり、第•次定数
改善計画の早期実施が望まれるものである。
　一方、現在、教育現場が抱えている様々な課題に対
応するためにも、学級規模の縮小は不可欠であり、各
地方自治体ごとに学級規模の縮小は進んでいるものの、
その配置教員等の財政負担は本来国が負うべきもので
ある。

　よって国におかれては、第•次定数改善計画の実施
と学級規模縮小の早期実現を図られるよう強く要望す
る。
▽国の私学助成の増額と拡充に関する意見書
　国におかれては、国の責務と私学の重要性にかんが
み、私立学校振興助成法に基づく国庫補助制度を堅持
するとともに、国庫補助金とそれに伴う地方交付税交
付金を充実し、私立学校の経常費補助の一層の拡充を
図られるよう強く要望する。
　併せて、父母負担の公私格差を是正するための授業
料助成の充実と、専任教職員増など教育改革の促進を
目的とした特別助成の実現を強く要望する。
▽愛知県の私学助成の増額と拡充に関する意見書
　県におかれては、父母負担の軽減と教育改革を願う
広範な県民の要求に応え、私立高校等への経常費助成
を増額するとともに、父母負担軽減に大きな役割を果
たしている授業料助成を充実すること、併せて、教育
改革の促進を目的とした教育改革充実補助を一層拡充
されることを強く要望する。
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